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   In recent years, the risks faced by companies have become increasingly diverse and complex. Companies are required 
to implement risk management and BCPs. However, implementing them superficially cannot be expected to be 
effective. Therefore, this study develops and implements a risk advisor education programme to introduce and embed 
risk management and BCPs in the enterpreoses, and evaluates its effectiveness. The programme was implemented based 
on the ADDIE model of ID theory. Learning objectives were set for the three programmes - risk management, BCP 
and embedding in the organisation - and measurements were repeated before, after and one month after implementation 
to verify the effectiveness of the training programme, which showed significant improvements. 
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１．背景と目的 
 
（1）多様化・複雑化するリスクに対応するためのリスク

マネジメントとBCPの必要性 

近年、企業を取り巻くリスクは多様化し、かつ複雑化

している。その傾向は20年以上も前から指摘されている。

平成14年版防災白書1）には「従来からは予想もつかなか

った事件が発生するとともに、企業活動の拡大・複雑化

により、災害等により企業の被った損害が社会全体に大

きな影響を与えるようになった」と記載されている。最

近では、通商白書20212)でも、企業の取引先であるサプ

ライチェーンが影響を受けるリスクとして、自然災害、

パンデミック、テロや政治的な不安、経済危機や原料の

価格変動、サイバー攻撃やシステム障害など、幅広いリ

スクを挙げている。デロイトトーマツグループによる

「企業のリスクマネジメントおよびクライシスマネジメ

ント実態調査」2023年版3)では、企業が国内で優先対処

すべきリスクの1位は人材流出・人手不足、2位は原材料

の高騰、3位はサイバー攻撃などによる情報漏洩、4位は

異常気象・大規模自然災害、5位は大規模なシステムダウ

ンとなっている。このような状況に対して、企業は2つの

考え方で対処していく必要がある。 
1 つは、企業を取り巻くさまざまなリスクを総合的に

捉え、管理しようとするリスクマネジメントである。も

う 1 つが、自然災害、感染症のまん延、テロ等の事件、

大事故、サプライチェーン（供給網）の途絶、突発的な

経営環境の変化など、不測な事態に直面しても事業が継

続できるようにするための BCP（事業継続計画）である。 

2006 年に改正された会社法では、企業の規模や業種を

問わず、「リスクマネジメント」も含めた内部統制シス

テムに関わる事項が取締役会の専決事項とされた。企業

には、経営上のさまざまなリスクに対して、取締役が責

任をもってリスクマネジメント体制を整備していくこと

が義務付けられた。一方、東日本大震災を受け、政府は

防災基本計画に、企業が BCP を策定するよう努めるべき

旨を記載し、災害対策基本法に、災害応急対策等にかか

わる事業者が災害時に必要な事業活動の継続に努めるべ

きことを盛り込んだ 4）。さらに、国土強靭化法において

は、2020 年までに BCP の策定率を大企業のほぼ 100％、

中堅企業の 50％にすることを目標に掲げた。2024 年 4 月

からは福祉・介護事業所においては、BCP の策定を義務

付けている。 

リスクマネジメント活動とは、リスクマネジメントの

国際規格であるISO31000：20195）によると「リスクにつ

いて、組織を指揮統制するための調整された活動」と説

明されている。2016年版中小企業白書6）によると、大企

業では、リスク管理を専門に行う部署を設けていたり、

総務・企画部等が兼務をしていて、組織的にリスクマネ

ジメント活動が行われているのに対し、中小企業はリス

クマネジメントの体制が十分に整っていない。 
BCPとは、内閣府の事業継続ガイドライン（令和5年3

月）7）によると、「大地震等の自然災害、感染症のまん

延、テロ等の事件、大事故、サプライチェーン（供給網）

の途絶、突発的な経営環境の変化など不測の事態が発生
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しても、重要な事業を中断させない、または中断しても

可能な限り短い期間で復旧させるための方針、体制、手

順等を示した計画」である。内閣府の調査8）によれば、

令和5年時点における大企業のBCPの策定率は76.4％と、

調査を開始した平成19年度（18.9％）に比べ4倍にまで増

えている。中堅企業も45.5％と3.7倍になっている。しか

し、BCPにおいても中小企業の策定率は低く9）10）、十分

浸透しているとは言えない。 
 
（2）リスクマネジメントとBCPの定着における課題 

リスクマネジメントとBCPを取り入れても、それらが、

常に機能するとは言い切れない。その理由について、小

室（2009）11）は、企業経営においてリスクマネジメント

をいったん取り入れたとしても、企業不祥事や企業事故

という企業経営におけるリスク事象は相変わらず多発し

ていて、形式的に取り入れるだけではなく、定着させる

ような仕組みが必要としている。特に、トップマネジメ

ントだけではリスクマネジメントは有効に機能せず、利

害関係者に対してオープンであり、かつボトムアップの

視点も入れたPDCA（Plan Do Check Action）体制が必要だ

と指摘している。 
また、BCP が定着していない理由について岡部（2016）

12）は、社員がBCPの必要性を認識していないこと、関係

部署が広く参加していないこと、BCP 活動を自分達で進

めていけていないことなどを指摘している。岡部によれ

ば、トップの指示は BCP の策定には大きな影響を与える

が、組織への定着の主な要因にはなっていない。BCP を

定着させるには、全社で情報が共有され、社内の風通し

が良く、現場社員に権限が付与されていることが必要だ

という。以上をまとめると、組織への定着には、トップ

マネジメントに加え、社風の風通し、現場社員への権限

付与、ボトムアップの視点、主体的な活動改善が必要に

なる。 
 
（3）リスクマネジメントとBCPを定着させるための人材

育成 

前節までに述べた通り、リスクマネジメントとBCPを
組織に定着させるためには、リスクマネジメントの体制

を整え、BCPを策定するだけでなく、組織全体を巻き込

んだ改善活動を推進できる人材育成・教育体制が重要に

なる。 
リスクマネジメントやBCPの推進にあたっては 、国内

外でいくつかの教育・資格制度が存在する。 
リスクマネジメントでは、アメリカに本部を持つRIMS

（the risk management society）13）がリスクマネジメントプ

ロフェッショナル（RIMS-CRMP）の認定を行っている。

リスクマネジメントに携わる人のパフォーマンスや技術

レベルを認定するというものである。国内では、一般財

団法人リスクマネジメント協会14）が、企業・組織のリス

クマネジメント、人事・労務、財務・会計など、分野別

に資格講座を展開している。NPO法人日本リスクマネー

ジャー＆コンサルタント協会15)は、企業におけるリスク

マネジメントの重要性・必要性を認識し、基礎知識を学

ぶことを目的としたリスクマネジメント講座や、経営の

視点でリスクの診断ができるリスク診断士など用途に応

じた個別の講座・認定制度を展開している。 
BCPに関するものでは、米国に本部を持つNPO法人

DRII（Disaster Recovery Institute International）16）が、組織

が災害に備え、災害から早期に復旧できるようにするこ

とを目的に、事業継続プロフェッショナルの認定制度を

展開している。また、英国に本部を持つNPO法人BCI

（The Business Continuity Institute）17）も、BCPの実践に必

要な知識を理解し、身につけることを目的に、経験年数

に応じた教育・資格認定制度を展開している。国内では、

NPO法人事業継続推進機構18）が、組織における事業継続

管理者および担当者が、自社で事業継続を推進できるよ

うにすることや、組織間で事業継続に関して共通概念で

相互に理解できるようにすることを目的に、事業継続資

格制度を展開している。 
リスクマネジメントとBCPの双方を取り入れた資格講座

としては、一般財団法人リスクマネジメント協会14）や一

般財団法人全日本情報学習振興協会19）が先行して実施し

ている。BCPを定着させる観点としては、NPO法人事業継

続推進機構18）が事業継続主任管理士資格のレベルに、自

社で事業継続の推進の実務を担えることに加えて、事業

継続計画・体制の維持管理ができるようにすることを組

み入れている。しかし、国際規格にもとづいたリスクマ

ネジメントとBCP、さらには危機管理の「組織への定着」

の視点も取り入れた、全社的な活動にしていく実践的な

手法について取り上げられているプログラムはない。 

そこで、本研究は、リスクマネジメント、BCP、組織

への定着という3つの考え方を、体系的に身につけるため

の教育プログラム「リスク対策.com認定リスクアドバイ

ザー養成講座」を開発し、具体的に実践することで、そ

の効果を検証することを目的に行った。 
 
 
２．方法 
 
プログラムの開発は、インストラクショナルデザイン

（ID: Instructional Design）の代表的なモデルの1つである

ADDIEモデルに基づいて開発した。IDは、教育学・心理

学・教育工学における学習理論であり、「教育活動の効

果・効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデル

や研究分野、またはそれらを応用して教材や授業などの

学習環境を実現するプロセス」と定義されている20)。

ADDIEモデルは、分析（Analysis）、設計（Design）、開

発（ Development ）、実施（ Implementation ）、評価

（Evaluation）の頭文字をとったもので、分析→設計→開

発→実施→評価の5つのステップによって、効果的な教育

プログラムを設計・開発することができる21)。ADDIEモ
デルは、これまでも、地震、津波、風水害、火山災害に

対する防災教育プログラム開発で使用されている22)-26) 
 
 
３．結果と考察 
 
教育プログラムは、ADDIEモデルに従って、開発した。

具体的には、分析→設計→開発→実施→評価の5つのステ

ップに従って実施した。「分析」では、リスクマネジメ

ント、BCP、組織への定着の3つに必要な能力を洗い出し、

それぞれの教育プログラムを設計し、必要教材などを開

発して、実施・評価を行った。 
 
（1）分析・設計 

a.リスクマネジメント 

リスクマネジメントについては、国際規格である

ISO31000：2018にもとづき、自組織においてリスクマネ

ジメント活動が行えるようにすることを学習目標に設定

し、必要な能力を設定した。ISO31000は、序文と6章で

構成される。「1章 適用範囲」「2章 引用規格」「3章 用
語及び定義」は、規格を適用する範囲、参照すべき他の
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規格、言葉の定義を示している。リスクマネジメントに

関することは、4章から説明されており、4章では組織に

おいてリスクマネジメントを行う際に遵守すべき原則を

記載している。具体的には「リスクマネジメント活動が

組織のすべてに統合されている」「体系化され包括的な

取り組みである」「組織の内部・外部の環境に合わせら

れ均衡がとれている」「ステークホルダーなどを含め包

括的である」「組織の内部・外部環境の変化に対応でき

動的である」「利用可能な最適な情報に基づいている」

「人的および文化的な要因を考慮する」「継続的な改善

をしている」ことなどを求めている。5章では、組織全体

にリスクマネジメント活動を展開するために、「リーダ

ーシップおよびコミットメント」を中核に、「設計」

「実施」「評価」「改善」「統合」といったPDCAサイ

クルを回す枠組みを示している。さらに6章は、リスク特

定、リスク分析、リスク評価、リスク対応といったプロ

セスの手法を説いている。これら「原則」（4章）、「枠

組み」（5章）、「プロセス」（6章）の要素を組み合わ

せて行うことがISO31000に基づいたリスクマネジメント

活動ということになる。 
本教育プログラムでは、前提条件と4章「原則」を1限

目「リスクを知る」の講義で説明し、5章「枠組み」を2
限目「リスクを分析・評価する」と3限目「リスクマネジ

メントを理解する」の2時限に分けて解説し、6章「プロ

セス」を4限目「組織への導入・定着の枠組み」にそれぞ

れ解説することにした。 
b.BCP 

BCPについては、国際規格であるISO2230127）において、

BCPを平時から運用するマネジメントプロセスを定めて

いる。このため、BCPの講義は、ISO22301にもとづき

BCPを組織に取り入れられるようにすることを学習目標

に設定した。ISO22301は序文と10章で構成されるが、

BCPについて定めているのは8章の「運用」である。8章
の具体的な内容は「事業影響度分析及びリスクアセスメ

ント」「事業継続戦略」「事業継続の手順の確立と実施」

「演習・およびテスト」である。このため、1限目は、

「BCPの基本と作成プロセス」、2限目を「リスク分析と

事業継続戦略」、3限目を「BCPの課題」という実際の活

動の枠組みに落とし込んで学べるよう3つの講義に整理し

た。特に、8章の演習・およびテストについては、BCPを
策定しても十分実施できていない企業が多いことから28）、

3限目の「BCPの課題」でその重要性を説明するとともに、

4限目で「BCPの訓練・演習」という別講義を加え、具体

的な訓練・演習の実施方法を解説することにした。 
c.組織への定着 

組織への定着については、組織全体を巻き込むボトム

アップ型のリスクマネジメントやBCPを実践できるよう

社内教育や研修の企画・運営が担えるようにすることを

学習目標にした。 
項目の設定にあたっては、中澤（2021）29）において行

った企業の危機管理担当者向けの質問紙調査の結果など

を参考にした。具体的には、質問紙調査の結果から

「（BCP の）現場への浸透」と相関がある質問項目を抽

出し、その中で、リスクマネジメントや BCP の規格には

盛り込まれていない項目を選定し、それらを改善できる

手法を、他の先行研究を参照にしながらプログラムに落

とし込んでいった。選定した質問項目は「一人一人が事

業継続に向けとるべき行動を理解している」「従業員が

やる気になる教育・訓練を実施している」「経営者の危

機意識が高い」「他の部門の協力を得られている」「災

害対応に必要な IT システム・ツールが確保できている」

で、これらを改善する方法として、①危機管理概論、②

法律、③IT、④心理の 4つの講義を開発した。 

まず、1 限目の「危機管理概論」では、組織にとって

のリスクマネジメントや BCP の重要性や取るべき行動を

従業員一人一人が正しく理解する必要があるため、危機

管理の考え方、危機管理とリスクマネジメント・BCP の

関係性、必要な組織体制、過去の被災事例とその原因な

どを解説することにした。 

2 限目には、特に経営層の意識を高めるため、企業の

リスクマネジメント、BCP に関する法律わかりやすく解

説する「危機管理と法律」という講義を設定した。特に、

従業員の生命にかかわる安全配慮義務については、過去

の裁判においても、組織のリスクマネジメント体制が問

われている 30）。このため、講義では、リスクマネジメン

トと安全配慮義務の関係を重点的にしつつ、防災に取り

組む努力義務や、企業として事業を継続することの必要

性（善管注意義務）を解説することにした。 

3 限目は、リスクマネジメントや BCP における IT 対策

の必要性を考える講義「IT リスクと対策」を設定した。

原田（2011）は、「現在の企業は、ほとんどの場合 IT を

利活用しており、IT が停止するとこれを利用している事

業が停止する」31)としている。そのため、講義では、IT

を取り巻くリスクや、対策の概要を知ることを学習目標

に設定した。このことは他の部門の協力を得る上でも必

要と考えた。 

4 限目に、従業員を巻き込むための教育方法を解説す

る「リスク心理と対応訓練」という講義を設定した。緊

急時に人間が陥る心理状況については古田（2003）32)・

木村（2015）33）が明らかにしているが、従業員が緊急時

に的確な行動をとるためには、こうした心理状態を把握

しておく必要がある。そこで、講義では「危機時に人間

が陥る心理状況を知る」ことを学習目標の 1 つに掲げた。

また、防災と同様に、リスクマネジメントや BCP におい

ても「我がこと意識の醸成」34）が重要であると考えられ

ることから、危機を我がことに感じるための仕組みにつ

いても解説することにした。さらに「社員がやる気にな

る研修や訓練」を企画・実施できるよう、心理的なアプ

ローチとして、内発的動機付けの必要性や、そのために

有効な段階的要請法による教育・訓練についても取り入

れた。 

なお、プログラム開発における要素抽出については、

照本・越山（2011）35）が、地方自治体防災担当職員を対

象とした研修プログラムにおいて、ワークショップによ

り必要な能力を洗い出し、それらをもとにした質問紙調

査を行い階層化する方法を実施している。 

d.ワークショップによる実践研修 

リスクマネジメント、BCP、組織への定着の3つのプロ

グラムは、それぞれ午前・午後に計4時間をかけて学べる

ように設計した。そして各プログラムとも、最終時限（5
時限目）には、実践講座としてワークショップ研修を設

けた。ワークショップの効果については、アメリカ国立

訓練研究所の「ラーニングピラミッド」が知られている。

ラーニングピラミッドとは、講義を受けるより、「他者

と議論する」「実践による経験・練習」「他人に教える」

など、アクティブラーニングと呼ばれる学習の方が定着

率が高くなるという考え方である。実際、田村ら（2004）
36）は，フィリピン・マリキナ市における市職員を対象と

した地震防災戦略策定のためのワークショップを実施し

た際、実施前と実施後の効果の検証を試み、被害予測や

防災対策の実施以降など一部の質問項目で意識の変化が
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見られたことを指摘している。本プログラムでは、まず

は、参加者一人一人がワークショップを行い、1日のプロ

グラムで学んだことを復習しながら実践し、その後グル

ープワークで他者と議論をしたり、お互いに質問をし合

い、理解を深められるように設計した。 
なお、ワークショップによる研修は、事業継続推進機

構の事業継続資格講座18)などでも取り入れられている一

般的な手法である。 

e.プログラムの対象者とスコープ、コンピテンシー 

プログラムの対象者は、主に組織において、リスク管

理にかかわる実務者で、経験の有無は問わない、つまり

初心者でも受講できるよう設計した。また、対象とする

リスクは特定せず、自然災害はじめ、不祥事や情報漏洩、

人手不足、環境問題など、企業を取り巻くさまざまなリ

スクを認識し、共通に適用できるリスクマネジメントや

BCPの基本的な枠組みや手法を理解した上で、組織に定

着させる活動が実践できる能力が身につくよう設計した。

具体的なコンピテンシーとしては、①リスクマネジメン

トは、国際規格であるISO31000にもとづき自組織におい

てリスクマネジメント活動が行えるようにすること、②

BCPは、ISO22301にもとづき自組織においてBCP活動を

取り入れられるようにすること、③組織への定着は、リ

スクマネジメントやBCPに関する社内教育や研修の企

画・運営が担えるようにする、ことを能力目標にした。  
なお、本プログラムでは、時間的な制約もあり、1つ1

つの個別リスクに対する具体的な対策や対応策までは取

り入れていない。 
3日間のプログラムで、リスクマネジメント・BCP・組

織の定着を学ぶことのメリットとしては、比較的に短時

間で、実務に必要な基本的な能力が学べることが挙げら

れる。デメリットとしては、時間的な制約もあり、1つ1
つのリスクに対する具体的な対策や対応策までは学ぶこ

とができないことが考えられる。 
 

（2）開発 

これらの設計をもとにして、「リスクマネジメント」

「BCP」「組織への定着」を各1日で学ぶ3日間の教育プ

ログラム「リスク対策.com認定リスクアドバイザー養成

講座」を開発した。3日間の教育プログラムは表1の通り

である。4日目には試験を実施し、一定以上の点数だと、

「リスク対策.com認定リスクアドバイザー」の資格を得

ることができる仕組みにした。 
講義は座学が1時間で、ワークショップは90分とした。

また、それぞれの講義では、特に重要な点を、達成すべ

き学習目標として3～4つ定めた。これはIDの中核的研究

者であるガニェ（2007）37）の「インストラクションの評

価では、学習者が学習目標を達成できるかどうかに注目

する」という定義に基づき、学習者のパフォーマンスを

直接的・間接的に評価するためのものである。直接評価

とは、学習者の知識や技能などの表出から学習成果を直

接的に評価すること（何ができるか）である。それに対

し、間接評価とは学習行動や学習成果についての学習者

の自己報告から学習成果を間接的に評価すること（何が

できると思っているか）である（松下2012）38）。たとえ

ば、1限目の「リスクを知る」の講義では、学習目標とし

て「リスクの概念を理解する」「リスク関連用語を理解

する」「リスクの洗い出しができる」「リスクを分類で

きる」の4点を設定した。同様に、BCPの1限目の「BCPの

基本と作成プロセス」では、学習目標として「BCPの目的

を理解する」「事業中断から復旧の流れを理解する」

「最優先業務と不可欠な経営資源を特定できる」「BCPを

推進する体制を理解する」の4点を設定した。このように

計50項目の学習目標を定めた。これらの学習目標の達成

度を評価するため、学習者には、プログラム実施前と実

施後、1カ月後に学習目標の理解度について自己評価して

もらうとともに、受講後に試験を実施することにした。 

教材については、受講者が見やすいよう、全講義とも

デザインを統一したパワーポイントを作成した。パワー

ポイント資料は、講義テーマを表紙、学習目標を扉とし

て、学習目標に紐づいた形で講義が進められるよう工夫

した（図1）。ワークショップに使うテンプレートは、直

接書き込めるよう表枠だけを印刷する形にした（図2）。 
 

表 1 リスクアドバイザー資格講座教育プログラム 
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（3）実施 

「リスク対策.com 認定リスクアドバイザー養成講座」

は、2023 年 12 月 7 日、12 月 13 日、12 月 21 日の 10 時～

17 時まで、東京都内のセミナー会場で実施した（図 3・
図 4）。23 日には試験を実施した。受講者は、危機管理

と BCP の専門メディアであるリスク対策.com のメールマ

ガジン読者（約 2 万 5000 人）と、ホームページ閲覧者

（1カ月約 20万～30万 PV）に対して 2023年 10月末から

11 月末まで約 1 カ月間にわたり、広く応募を呼び掛け、

27 人が集まった。メールマガジンは計 3 回の単独案内メ

ールに加え、平日週 5 日配信しているニュースメールに

も 10 回にわたり短い告知文を載せた。ホームページはバ

ナー広告により募集を行った。 

告知文には、危機管理の実務に携わる方であれば経験

は問わない旨を明記した。応募者には、事前に研修内容

の目的と概要に加え、本研究の一環として協力していた

だけることを条件に加え、申込時に、所属企業の部署、

役職、業務内容、経験年数（リスクマネジメント、BCP）

を確認した。初開催のため、資格取得者はいなかった。

申込者の内訳は、企業の社員が 24 人、教育機関職員が 2

図 3 講義の様子 図 4 ワークショップの様子 

図 1 リスクマネジメントプログラム教材の一部 図 2 ワークショップ教材の一部 
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人、行政職員が 1 人で、企業の業種は、製造業が 13 社、

サービス業が 5 社、保険、金融、情報通信が各 1 社、そ

の他業種が 3 社となった。受講者が所属する組織の規模

は、50 人以下が 2 社、101 人～500 人が 1 社、501～1000

人が 2社、1001人～5000人が 12社、5001人以上が 10社

だった。所属部門は、リスク・コンプライアンス部、リ

スクソリューション部、経営推進部、経営企画部などで、

職種は、防災やリスクマネジメント、BCP など危機管理

に関する業務に携わっている担当者が 22 人、それ以外が

5人だった。役職は非管理職が7人、係長・主任クラスが

8人、次長・課長クラスが8人、部長クラスが2人、経営

クラスが 1 人、その他が 1 人となった。受講者の危機管

理の経験年数は未経験者が 5 人、1 年未満が 4 人、1 年以

上 5 年未満が 5 人、5 年以上 10 年未満が 7人、10 年以上

20年未満が6人だった。なお、今回27人という少ない人

数であったことに加え、業種や経験年数などにもばらつ

きが生じた。今後、より正確な検証を行うためには、受

講者の人数を調整した上で継続的に検証を行っていくこ

とが求められる。 

初日は9時40分からオリエンテーションを行い、3日間

のスケジュールや講座全体の目的、各講義の概要などを

説明した。その後、10時～11時を1限目、10分の休憩をは

さみ、11時10分～12時10分を2限目、お昼休みをとって13
時～14時を3限目、14時10分～15時10分を4限目として実

施した。5限目のワークショップは15時30分～17時まで行

った。各講義の最後には質疑の時間を設けた。ワークシ

ョップでは、まずは個人で、配布したシートに記入して

もらい、その後のグループワークで、それぞれが考えた

回答をもとに、自由に意見交換をしてもらった。これま

でリスクマネジメントやBCPを経験したことがない人で

も、それぞれの考えを全員が発表することで、気づきが

得られ、配布したシートはほぼ埋められた状態で全員か

ら提出してもらった。 
 

（4）評価 

a.評価の概要 

教育プログラムの評価は、ガニェ（2007）37）の考えに

もとづき「インストラクション（講義内容）の評価と、

「教育システム」の評価の、両側面から行った。 

インストラクションの評価としては、IDの評価に幅広

く用いられ、実践活動へどのようにいかされたかを広い

視点から考えられるKirkpatrickモデルを採用した。この

モデルは，レベル1＝反応（Reaction）：学習者がどのく

ら い 学 習 活 動 を 楽 し ん だ か 、 レ ベ ル 2 ＝ 学 習

（Learning）：学習者がどのくらいインストラクション

の目標を達成したか、レベル3＝行動（Behavior）：学習

者に新しい知識がどの程度定着し仕事などに使用されて

いるか、レベル4＝業績（Results）：学習者により組織

のパフォーマンスがどの程度あがったか、の4段階の評価

指標から構成されている37）。 

b.インストラクションの評価 

インストラクション評価では、時間的な制約もあるた

め、Kirkpatrickモデルのレベル1・レベル2・レベル3ま

でを実施した。レベル4の評価については，学習者が所属

する組織への貢献を反映しなければならず、短期間で評

価できない、関連する要因が研修だけにとどまらないな

どのことから，評価することは困難であると判断した。

ただし、独立行政法人雇用・能力開発機構職業能力開発

総合大学校能力開発研究センター(2005)39）によれば、レ

ベル4の評価についてはレベル3の行動変容で代替えする

方法もある。 

レベル1の測定では、今回のプログラム受講者に対して

教育プログラム全体に対するアンケートを実施した。

「この講義を人に薦めたいか」という質問項目を用いて

「1.全く勧めたくない～5.とても勧めたい」の5段階で満

足度を聞いたところ、平均点は4.36（標準偏差0.61）だ

った。 

レベル2・レベル3では、学習者のパフォーマンスを直

接的・間接的に評価する方法を採用した。直接評価と間

接評価の双方によるパフォーマンス評価の必要性につい

ては、斎藤 et al（2016）40）が指摘している。レベル2で

は、直接評価として、試験を実施した。プログラム終了

後に、タブレット端末を使い、オンラインアンケートシ

ステム「Microsoft Forms」により、四肢択一の問題を50

問設定し、１時間以内で回答してもらった。目標として

合格点を100点満点中80点に設定した。配布資料の持ち込

みは可とし、インターネットでの検索やその他資料の持

ち込みは禁じた。回答者は27人で、平均点は87.9点で80

点以下はいなかった。経験年数による差は確認されなか

った。レベル3では、間接評価として、本プログラムの実

施前と実施後、1カ月後に、受講者に、オンラインアンケ

ートシステムで、50項目の学習目標について「1.全く当

てはまらない」～「5.とても当てはまる」の5段階のリッ

カート方式で理解度を自己評価してもらった。 

学習目標は表2の示す通り、1～16は、リスクマネジメ

ントプログラムに関する項目、17～34が組織への定着プ

ログラムに関する項目、35～50がBCPプログラムに関する

項目である。結果は、実施前の50項目の平均点は5点満点

中3.63に対し実施後は4.22、1カ月後には4.24となった。

1カ月後も上昇した理由は、受講した対象者が普段からリ

スクマネジメントに係わる業務を行っており、今回の教

育プログラムを受講して達成された学習目標が、日常の

業務を通してさらに理解を深めることになったことが考

えられる。 

実施前、実施後、1 カ月後の回答内容について、反復

測定の分散分析をしたところ、すべての項目において、

実施前から実施後にかけて 1％水準で統計的に有意な上

昇が見られ、本プログラムが学習目標の達成に有効なプ

ログラムであることがわかった（表 2）。下位検定をし

たところ、実施前と実施後については、すべての項目で

有意な差が見られたが、実施後と 1 カ月後については

「28.危機時に人間が陥る心理状況を説明できる」の 1 項

目をのぞき、有意な差は見られなかった。実施前から実

施後にかけて上昇が大きかった項目は「9.組織のリスク

マネジメントの 5W1H を説明できる」（1.65 ポイント上

昇）、「18.危機管理の３要素を説明できる」（1.78 ポ

イント上昇）、「23.予見可能性と結果回避義務を説明で

きる」（1.52 ポイント上昇）、「28.危機時に人間が陥

る心理状況を説明できる」（2.00 ポイント上昇）、「29.

危機時に人間が陥る心理状況を打破するための方法を説

明できる」（1.97 ポイント上昇）、「30.組織のメンバ

ーが危機を「わがこと」に感じるための仕組みを説明で

きる」（1.71 ポイント上昇）、「44.訓練と演習の違い

や位置づけを説明できる」（1.59 ポイント上昇）、「45.

演習の種類を説明できる」（1.67 ポイント上昇）であっ

た。 

プログラム別にみると、リスクマネジメントに関する

項目（1～16）の実施前の平均点は 3.21、実施後は 4.26、

1 カ月後は 4.22 だった。組織への定着プログラムに関す

る項目（17～34）の実施前の平均値は 2.79、実施後は
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4.09、1 カ月後は 4.18 だった。BCP プログラムに関する

項目の実施前の平均値は 3.74、実施後は 4.32、1 カ月後

は 4.33 だった。反復測定の分散分析をしたところ、すべ

ての項目において、1％水準で統計的に有意な上昇が見ら

表 2 実施前、実施後、1カ月後の学習目標理解度の比較 

分類 質問 実施前 実施直後 1カ月後 検定
1. リスクの概念を説明できる 3.59 4.52 4.37 F(1.4, 35.1)=14.9, p< .01 
2. リスク源・起こりやすさ・管理策などのリスク関連用語を説明できる 3.33 4.30 4.22 F(1.3, 33.3)=17.9, p< .01 
3. リスクの洗い出しができる 3.44 4.41 4.37 F(1.2, 31.7)=18.5, p< .01
4. リスクを分類できる 3.52 4.44 4.44 F(1.2, 31.7)=22.4, p< .01
5. リスク分析・評価のプロセスを説明できる 3.33 4.33 4.41 F(1.2, 31.2)=24.1, p< .01
6. リスクマップを描くことができる 3.44 4.37 4.33 F(1.3, 34.6)=18.8, p< .01
7. リスク対応の原則を説明できる 3.00 4.15 4.19 F(2, 52)=28.8, p< .01
8. リスクマネジメントのプロセスと枠組みを説明できる 3.11 4.22 4.15 F(1.5, 38.9)=21.5, p< .01
9. 組織のリスクマネジメントを5W1Hで説明できる 2.59 4.22 4.11 F(1.5, 37.8)=67.5, p< .01
10. リスクマネジメント計画の立案方法を説明できる 2.85 4.19 4.22 F(1.6, 40.8)=40.6, p< .01
11. リスクマネジメントの組織への導入方法を説明できる 3.04 4.11 4.11 F(1.2, 32.4)=30.2, p< .01
12. リスクマネジメントのプレーヤ－の役割を説明できる 3.19 4.19 4.11 F(1.4, 35.4)=24.4, p< .01
13. リスクマネジメント活動を診断できる 2.81 3.93 4.00 F(1.6, 40.5)=34.0, p< .01
14. 自組織におけるリスクマネジメントの課題を説明できる 3.74 4.33 4.30 F(1.4, 37.1)=11.5, p< .01
15. 自組織におけるリスクマネジメントの課題の解決方法を立案できる 3.30 4.30 4.11 F(2, 52)=22.9, p< .01
16. 自組織における実効性が高いリスクマネジメント活動を企画できる 3.04 4.04 4.07 F(1.4, 37.3)=26.1, p< .01
17. 危機管理の概念を説明できる 3.04 4.11 4.33 F(1.5, 38.1)=29.7, p< .01
18. 危機管理の３要素を説明できる 2.52 4.30 4.30 F(2, 52)=64.0, p< .01
19. 危機対応における組織体制や活動方針を説明できる 2.96 4.15 4.19 F(1.5, 39.1)=31.0, p< .01
20. 安全配慮義務を説明できる 3.00 4.22 4.41 F(1.4, 36.7)=24.3, p< .01
21. 善管注意義務を説明できる 2.78 4.19 4.30 F(1.4, 37.0)=36.0, p< .01
22. 努力義務を説明できる 2.81 3.89 4.07 F(1.4, 37.5)=26.6, p< .01
23. 予見可能性と結果回避義務を説明できる 2.59 4.11 4.19 F(1.3, 35.0)=35.0, p< .01
24. ITを取り巻くリスクを説明できる 2.85 3.78 4.00 F(1.6, 42.2)=31.3, p< .01
25. ITを取り巻くリスクへの対策方法の枠組みを説明できる 2.59 3.67 3.96 F(2, 52)=40.7, p< .01
26. 災害時におけるIT対策の枠組みを説明できる 2.52 3.63 3.89 F(2, 52)=30.9, p< .01
27. IT対策の初動対応プロセスについて説明できる 2.41 3.70 3.93 F(2, 52)=43.6, p< .01
28. 危機時に人間が陥る心理状況を説明できる 2.59 4.59 4.30 F(1.3, 34.1)=58.9, p< .01
29. 危機時に人間が陥る心理状況を打破するための方法を説明できる 2.33 4.30 4.22 F(1.3, 34.2)=67.3, p< .01
30. 組織のメンバーが危機を「わがこと」に感じるための仕組みを説明できる 2.48 4.19 4.11 F(1.5, 39.6)=49.0, p< .01
31. 対応訓練への主体的な参加を促すための仕掛けを説明できる 2.85 4.26 4.11 F(1.4, 36.6)=37.5, p< .01
32. 自組織を取り巻く被災状況を具体的に想定することができる 3.19 4.19 4.22 F(1.5, 40.0)=20.3, p< .01
33. 自組織の災害時対応を立案できる 3.37 4.19 4.33 F(1.3, 34.2)=17.6, p< .01
34. 自組織の被害を減らす対策を立案できる 3.26 4.15 4.37 F(1.4, 35.7)=24.3, p< .01
35. BCPの目的を説明できる 3.63 4.56 4.44 F(1.4, 35.7)=15.3, p< .01
36. 事業中断から復旧の流れを説明できる 3.44 4.22 4.33 F(1.4, 34.7)=13.4, p< .01
37. 最優先業務と不可欠な経営資源について説明できる 3.44 4.41 4.33 F(1.3, 33.8)=19.1, p< .01
38. BCPを推進する体制を説明できる 3.56 4.22 4.30 F(1.3, 34.8)=9.9, p< .01
39. BIAを説明できる 3.11 4.33 4.30 F(1.4, 37.0)=20.4, p< .01
40. BCPにおけるリスクアセスメントを説明できる 3.11 4.30 4.30 F(1.5, 39.0)=27.3, p< .01
41. 事業継続戦略を説明できる 3.11 4.26 4.30 F(1.4, 37.4)=30.6, p< .01
42. BCPとBCMSの違いを説明できる 3.26 4.56 4.37 F(1.4, 36.6)=24.5, p< .01
43. BCP／BCMSの課題・問題点を抽出する手法を説明できる 2.89 3.93 4.19 F(1.3, 34.2)=22.6, p< .01
44. 訓練と演習の違いや位置づけを説明できる 3.04 4.63 4.48 F(1.2, 30.5)=36.8, p< .01
45. 演習の種類を説明できる 2.96 4.63 4.37 F(1.5, 38.4)=35.4, p< .01
46. 演習における目的・目標の設定、振り返りを説明できる 3.04 4.33 4.44 F(1.3, 32.9)=31.1, p< .01
47. 演習の企画から実施、振り返りまでのプロセスを説明できる 2.93 4.19 4.30 F(1.4, 35.5)=32.9, p< .01
48. 自組織におけるBCMの課題を説明できる 3.22 4.26 4.37 F(1.5, 39.0)=21.4, p< .01
49. 自組織におけるBCMの課題の解決方法を立案できる 2.89 4.11 4.22 F(1.5, 37.7)=22.4, p< .01
50. 自組織においてBCPの実効性を高めるための活動を企画できる 3.07 4.15 4.22 F(1.3, 34.7)=30.5, p< .01

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

組
織
へ
の
定
着

B
C
P

実施前 実施後 1カ月後 検定

リスクマネジメント　平均 3.21 4.26 4.22 F(1.26,32.9)=43.4, p< .01

BCP平均 3.17 4.32 4.33 F(1.22,31.8)=35.1, p< .01

組織への定着　平均 2.79 4.09 4.18 F(1.36,35.4)=69.8, p< .01

経験なし 1年未満 1年以上
5年未満

5年以上 F値

実施前 2.04 2.31 2.86 3.72 F(3)=10.63, P< .01
実施後 4.06 3.89 4.04 4.45 F(3)=2.99, n.s
1カ月後 3.89 3.83 4.17 4.53 F(3)=4.05, P< .05

図 5 プログラムごとの実施前、実施後、1 カ月後の学

習目標理解度の比較と反復測定 

図 6 危機管理経験年数ごとの実施前、実施後、1カ

月後の学習目標理解度の比較と一元配置分散分析 
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れ、各プログラムに効果が出ていることが明らかになっ

た（図5）。リスクマネジメントやBCPより、組織への定

着に関する項目の方が上昇率が高かった理由としては、

日常の業務の中で、リスクマネジメントや BCP について

は、ある程度、知識として知っていた人が多かったこと

が考えられる。組織への定着については、これまでそう

した観点を意識したことがない人が多かったことが推察

される。 

次に、受講者の危機管理の経験年数について、「経験

なし」「1 年未満」「5 年未満」「5 年以上」の 4 つのカ

テゴリーに分けて、実施前、実施後、1 カ月後における

50 項目の平均点を比較した。結果は、いずれのケースで

も実施前から、実施後にかけて理解度が上昇していた。

一元配置分散分析により 4 グループを比較すると、実施

前の段階では、未経験と5年以上、1年未満と5年以上に

有意な差が見られたが、実施後は経験による有意な差は

見られなかった。危機管理経験が未経験や 1 年未満であ

っても、本プログラムを通して経験年数の長い人とほぼ

同じレベルに達したことを裏付けられるものと考えられ

る。実施後から 1 カ月後にかけては、「経験なし」と「5

年未満」のグループで、わずかに平均点が下がっている

ものの、ほぼ理解度は維持されていた。また、経験年数

5年以上のグループにおいては、実施後から1カ月後にか

けても理解度がさらに上昇していた。ただし、プログラ

ム別や経験別の評価を行うには、役職や経験に偏りがな

いサンプルが必要であり、今回の検証だけでは十分とは

言えない。 

c.類似手法による調査との比較 

なお、プログラムの評価は、本来、異なるグループで

複数回にわたり実施をすることで、信頼を高めることが

できるが、本研究では、時間的な制約もあることから、

ADDIE モデルを採用した他の先行研究との比較を行った。 

永田・木村（2016）22)は、児童生徒向けに開発した火

山防災教育プログラムの評価において、複数の学校

（n=41～233）において 7～8 回にわたり学習効果の保持

について調査を実施した。当該プログラムの実施後に加

え、地震や火山などの各種防災イベントに合わせて実施

したところ、すべての学校において、学習効果が保持さ

れる傾向が確認されたとしている。武井（2023）41）は、

産後うつ病に関する保健師の実践能力向上のための研修

プログラムの効果と有用性を評価するため、研修に参加

した 40 人に対して、Kirkpatrick モデルレベル 3（行動

変容）の検証として、研修前、研修後、研修の１カ月後

に理解度のアンケート調査を実施したところ、8問中7問

において、研修前に比べ研修後に有意な上昇が確認でき

たとしている。このほか松田（2016）42）、荒木田 et al

（2020） 43）などにおいても比較的短期間の検証で

Kirkpatrickモデル3レベルまでの効果を明らかにしてい

る。これらを踏まえると、今回の研究は 27 人と限られ、

かつ 1 カ月後までの検証にはなっているものの、プログ

ラムの有効性は確認できたと考えられる。 

d.教育システムの評価 

教育システムの評価は、研修の実施1カ月後にアンケー

トを実施した。開催方法に関しては、会場での対面型を

望む声が全体の75％を占めた。開催日の設定については、

連続開催より飛び石の隔週開催を望む声が57％と多かっ

た。ワークショップにおけるグループディスカッション

ついては79％が必要とした。これらの結果を見ると、資

格講座の内容・進め方ともに概ね評価を得られたと言え

る。 

 
（5）実践を踏まえたプログラム改善 

本研究のプログラム実践と効果測定による分析、受講

者へのアンケート結果、講師からの意見や要望を踏まえ

て、2 回目となる 2024 年 4 月実施のリスクアドバイザー

資格講座からは運用方法を一部修正した。まず、2024 年

4 月は初のオンライン開催とした。この講座では、講義

途中に急用により一時退席する者が数名出て、後からビ

デオ受講したいとの申し出があったことから、3 回目と

なる 2024 年 6 月実施の講義からは、やむを得なくリアル

で受講できない参加者に限り、後から講義の一部をビデ

オ受講できるようにした。なお、ワークショップについ

ては、リアルでの参加を必須条件にしている。対面式と

オンライン方式による学習効果の差は確認されていない。 
 
４．結論 
 
本研究では、リスクマネジメント、BCP、組織への定着

という 3 つの考え方を、体系的に身につけるための教育

プログラムを開発し、具体的に実践することで、その効

果を検証することを目的にした。プログラムは、

Instructional Design (ID) 理論の ADDIE モデルに沿っ

て開発した。 

リスクマネジメントは ISO31000 にもとづき講義内容を

設計した。BCP は ISO22301 にもとづき講義内容を設計し

た。組織への定着については、危機管理概論、組織のリ

スクマネジメント・BCP に関する法律、リスクマネジメ

ント・BCP における IT 対策の必要性、従業員を巻き込ん

だ教育実現に求められる心理的要素にもとづき講義内容

を設計した。これらを1日5時限、3日間で学べるプログ

ラムを開発した。各プログラムは 4 限目までが座学で、5

限目はワークショップとした。 

開発したプログラムの評価については、「インストラ

クション（講義内容）の評価と、「教育システム」の評

価の、両側面から行った。インストラクション評価では、

時間的な制約もあるため、Kirkpatrick モデルのレベル

１・レベル２・レベル３までを実施し、有効性を検証し

た。直接評価としてはプログラム実施後に学習目標にも

とづいた試験を行うことで目標とするパフォーマンスレ

ベルに達していることを確認した。間接評価では、プロ

グラム実施前と実施後、1 カ月後に、それぞれ 50 項目の

学習目標における理解度をアンケート調査したところ、

全項目において統計的に有意な上昇が見られた。さらに、

実施後と 1 カ月後を比較したところ、有意ではなかった

ものの、26 項目については、さらなる数値の上昇が見ら

れた。 

プログラム別に見ると、リスクマネジメント、BCP、組

織への定着のすべてにおいて、実施前から実施後にかけ

数値が上昇し、1 カ月後にかけても数値の低下はほとん

ど確認されなかった。さらに、受講者の危機管理の経験

年数ごと「経験なし」「1 年未満」「5 年未満」「5 年以

上」の4つのカテゴリーで、実施前、実施後、1カ月後に

おける学習目標の理解度を平均点で比較したところ、い

ずれのケースでも実施前から実施後にかけて平均点が上

がっていることがわかった。実施後から 1 カ月後にかけ

ては、「経験なし」と「5 年未満」のグループでわずか

に平均点が下がっているものの、ほぼ数値が維持されて

いた。経験年数 5 年以上のグループにおいては、実施後

から 1 カ月後にかけても数値が上昇していた。受講した

対象者が普段からリスクマネジメントにかかわる業務を
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行っており、研修を受講して達成された学習目標が、日

常の業務を通してさらに理解を深めることになったこと

が考えられる。ただし、プログラム別や経験別の評価を

行うには、役職や経験に偏りがないサンプルが必要であ

り、今回の調査では分析において限界が生じた。また、

対象となる学習者が 27 人と少なく、検証の期間も 1 カ月

後と短い点については、時間的制約があったため、類似

の先行研究との比較によりプログラムの有効性を検証し

た。 

今後は、受講者を増やしてさらなる検証を続けるとと

もに、オンライン開催による理解度の効果検証も行う予

定である。また、今回の研究では、1 カ月後も理解度の

低下が確認されなかったが、1 年、2 年、3 年という中長

期における効果検証も実施し、受講後、数年経ってから

の学び直しプログラムの開発や、アドバンスプログラム

の開発なども検討していきたい。 
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